第３４回勉強会について

１　日　時　平成２４年６月２７日（水曜日）　午後２時３０分～午後４時３０分
２　場　所　寺町第５会議室
３　出席者　市民参加推進フォーラム委員　１１名
　　　　　　（伊藤委員，大西委員，岡野委員，菅原委員，添田委員，谷口座長，辻委員，
　　　　　　　永橋副座長，西田副座長，西野委員，松本委員）

　　　　　　事務局　５名（奥薗室長，北川課長，山村課長，長谷川係長，宮原）

４　内　容　

○市民とは誰か
　・京都市に住んでいるだけでなく，ともに学び京都のことを考えて，共通の課題に向かって取り組める人。（松本）
　・京都を愛している，その場にいる人と幅広く考えたい。（伊藤）

　・特定の地域に住んで税金を払っている人。例えば市民なら市立博物館の入場料が割引になるようなサービスを受けられるように地域性があると思う。（大西）
　・住民票がないと住んでいる自治体からサービスを受けられない。被災地から逃れてきた方やＤＶ被害者で一時的に京都に居を構えている人は対象外になっているのではないか。（菅原）
→事情により住民票がない人であっても，生活実態があれば，市民サービスを受けられるような配慮をしている。（北川）

　・市民の定義が必要なのは権利と結びついていると思う。少し狭い範囲でいうと決定段階に参加できる範囲，一般的な市民サービスを受けられる範囲など考えられる。一概に決めることは難しく，問題ごとに範囲が異なってくると思う。（辻）

　・目的によって市民の定義は違うのではないか。計画策定時にフォーラムでも議論され，市民とは「まちのために何かをしようという人」という結論があったように思う。住民票を置いているだけでなく，まちづくり活動に関わっている人を広く市民と捉えている。（奥薗）
　・地域の活動では，そこに住んでいる人が対象だと思う。（大西）
　・まちづくりには様々な形で関わることが考えられる。地域に縛られないのではないか。（谷口）

　・両面があるのではないか。（西野）
　・大きくは京都で生活している人だと思う。住民票の有無で対象を分けてしまうと，住民票を移さないで生活している学生が除外される。税負担の有無による分け方もできない。（添田）

　・広く市民と捉えたい。一方で，オールウェルカムと言いながら，学生のように除外されがちな人もいることを自覚すべきだと思う。住民票を移すことは義務であるが，実態として移すことが難しい人もいる。（永橋）
　・生活者を市民とすべき。地域で困っている人を守ることを考えなくてはいけない。（西田）

　・京都は「観光都市」として多くの人を集めている。また，「学生のまち」として，多くの若者を育て，京都市外に輩出している。まちをより良くするためには，多くの知恵，お金を広く集められるよう，市民を住民票の有無に関わらず，幅広い捉え方があった方が良い。（谷口）
　・京都のために何かを考えようとするのに市民の定義は必要ない。例えばパブリック・コメントを提出する権利は誰にでもあると思う。（岡野）

○平成２４年度の市民参加推進フォーラムの取組について
　～委員全員のイメージ案を出してもらい共有する～
　・「選択と集中」が必要。自ら行動している人は多くいる。成功例をどれだけ作るのかが重要である。事業ごとに重みづけがいるのではないか。（伊藤）

　　→当室としては，今年度は「１無作為抽出で選んだ市民による議論の実施」を１００人委員会において実験的に実施する。どのように応用させることができるのかを検討したい。

「４「協働の日（仮称）」の創設」，「７民間の資金を生かした資金面での支援」については，「共汗スピリット」キャンペーン事業（仮称）」を実施することで，思いはあるが行動に移せていない人の背中を押す取組を実施する。「５多様な主体をつないで実施する事業への支援の充実」については，連続講座を開催して協働の取組につなげていきたい。（北川）
　・既に課題は出ていると思うが，無作為抽出で課題出しの議論をする必要はあるのか。（大西）

　　→一般的な公募では参加者が固定化しがちで，出てくる課題も似通っている。無作為で案内状を送付することで，より一般的な市民の方から意見をいただけると思う。（北川）

　・市民参加推進の手引きがどのように使われているのかフォーラムにも返して欲しい。（松本）

　・協働とはあくまで行動を伴うものであり，寄付とはつながらないと思う。（添田）
　・目的さえ共有ができていれば，行動や寄付など様々な関わりがあると思う。（谷口）

　・寄付したお金が何に使われるのか見えるようにして欲しい。キャンペーンなので特定の日だけでなく，２週間くらい期間を設けてお祭りのようにして欲しい。（菅原）

　・７月から，ラジオスポットＣＭを実施して，長期に渡って市民に啓発する。既に実施していて知られていないところも広めていく必要があると思っている。（北川）
　・まだ確定していない事業についてフォーラムからも意見を出して，企画段階にも関わること。既に委託して動いているような事業については，俯瞰しながら評価していくことが大事な仕事だと思う。（谷口）

　・地域コミュニティ活性化条例が施行されたが，それだけでいいのかという疑問がある。（大西）

　・「５多様な主体をつないで実施する事業への支援の充実」で自治会とＮＰＯ等をどうつなぐかを具体に進めることで，活性化につながる可能性がある。（谷口）
　・自治会の方がちらし作成方法を市民活動総合センターで学んだことが役立ったとおっしゃられていた。センターがもっと身近な場所にあって相談できるといい。つなぐ役割を担ってもらえるといい。（菅原）
　・区役所でも「まちづくりアドバイザー」を派遣するほか，窓口での相談機能を有しているので，身近な区役所に御相談いただいてはどうか。（奥薗）

　・区役所は身近に感じない。（複数名）

　・伝えたいことを伝えたい人に伝えることは難しい。(北川)

　・住民の求めるものに応えていく必要はあると思うが，行政だけがしないといけないことなのか。（岡野）

　・これまでのやり方では限界がきていると思う。（伊藤）

　・少子高齢化社会で財源も限られており，これまでの行政からのサービスだけで対応するのは難しい。人と人がつながり豊かな社会を築いていくことが市民参加の究極の目的ではないかと思う。（菅原）

　・行政が遠い存在であるのは分かる。情報がどうつながるかが大事なので，間をつなぐ通訳の役割は必要だと思う。日常的な課題を解決できるつなぎができるといい。（北川）

　・西京区のある自治会では，相談窓口を自治会内部に作り，加入率をあげようとしているところもある。民生児童福祉委員の役割を知らない市民もいると思う。（谷口）
　・「いつでもコール」は窓口として便利なので使うと良い。（松本）

　・寄付促進の取組はＮＰＯにとってありがたい。「８人件費を積算した補助金，助成金の仕組みの検討」も並行して取り組んでもらいたい。（西野）

　・「区民まちづくり提案制度」により，理念は取り込まれていると思う。各区によって仕組みが違う状況である。今後，会計規定に合わせて弾力的に運用していく。（山村）
　・「区民まちづくり提案制度」では，人件費を直接現金で払っているわけではない。（谷口）
　・これまでの話を聞いていて，この１年間でフォーラムが必ず作らなければいけないものはないと思う。この１年間で新しい取組が進められようとしている。今後この取組を発展させることが大事である。今年度は，取組を丁寧に観察して，次につなげられるように検討することが必要ではないか。これまでフォーラムは，PDCAサイクルでいうと，「PD」を繰り返してきた。「CA」の段階に取り組むことも大事ではないか。評価するというより，良いところを探す視点で事業を見ていきたい。（永橋）
　・生活者としての視点から議論ができるといい。（西田）

　・具体的な事例を見ていくことで「６協働のルールや指針などを市民主体で考える取組の検討・実施」にもつながるのではないかと個人的に思う。今年度は，現在ある制度や今年度の事業の良いところを伸ばしていきたい。企画がまだ固まっていないものについては提案も考えられると思う。具体的な事業のスケジュールをあらかじめ示してもらい，議論を進めていきたい。（谷口）
資料５








